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新入生又はその保護者が学校法人に対して任意に支出する寄附金の取

扱いに関するＱ＆Ａについて（通知） 

 

 新入生又はその保護者が学校法人に対して任意に支出する寄附金が、所得税法（昭

和 40 年法律第 33 号）第 78 条第２項に基づき、特定寄附金に該当するか、特定寄附

金から除かれる「学校の入学に関してするもの」に該当するかについては、所得税基

本通達（昭和 45 年７月１日付け国税庁長官通達。以下「通達」という。）によるほか、

「新入生またはその保護者が学校法人に対して任意に支出する寄附金について」（平

成 10 年４月 16 日付け文高行第 367 号私学部長通知。以下「平成 10 年通知」という。）

において、通達の解釈をお示ししています。 

 このたび、平成 10 年通知について、別紙のとおり、具体的な取扱いの考え方をＱ

＆Ａとして整理したので、お知らせします。その際、入学に関する寄附金の収受又は

募集を行わないこと、寄附金の納入を条件として入学許可を行わないこと、任意の寄

附金を募集する場合には募集手続や経理処理の適正を確保することなど、入学者選抜

の公正に疑念が生じないよう引き続き管理運営の適正の徹底をお願いします（平成 14

年 10 月１日付け 14 文科高第 454 号文部科学事務次官通知「私立大学における入学者

選抜の公正確保等について」及び毎年度の大学入学者選抜実施要項を参照）。各都道

府県私立学校主管部課においては、所轄の学校法人に対し、これらの趣旨及び内容を

周知くださるようお願いします。 

 なお、この通知は、国税庁と協議済みであることを申し添えます。 

 

※添付資料 

【別 紙】新入生又はその保護者が学校法人に対して任意に支出する寄附金の取扱い

に関するＱ＆Ａ 

【参考１】所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）（抄） 

【参考２】所得税基本通達（昭和 45 年７月１日付け直審（所）30（例規）（審）国税

庁長官通達）（抄） 

【参考３】新入生またはその保護者が学校法人に対して任意に支出する寄附金につい

て（平成 10 年４月 16 日付け文高行第 367 号私学部長通知） 

 

 
＜本件問合せ先＞ 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課法規係・企画係 

MAIL：sigakugy@mext.go.jp 

電話：03-5253-4111(内線 2532、2533) 

「新入生又はその保護者が学校法人に対して任意に支出する寄附金について」（平成

10 年４月 16 日付け文高行第 367 号私学部長通知）について、具体的な取扱いの考え

方をＱ＆Ａとして整理したので、お知らせします。 



新入生またはその保護者が学校法人に対して任意に支出する寄附金についてのＱ＆Ａ 

 

 

 

【質問１】 

＜回答＞ 

貴見のとおり。 

通達は、寄附金控除の対象外となる「学校の入学に関してするもの」とは、①自

己又は子女等の入学を希望する学校に対してする寄附金で、②その納入がな

い限り入学を許されないこととされるものその他当該入学と相当の因果関係

のあるものをいうことを明らかにしている。 

 また、この場合において、入学願書受付の開始日から入学が予定される年の年

末までの期間内に納入したもの（入学決定後に募集の開始があったもので、新入

生以外の者と同一の条件で募集される部分を除く。）は、原則として、「入学と相当

の因果関係のあるもの」に該当する（寄附金控除の対象とならない）ものとして

取り扱う形式基準を明らかにしている。 

 入学願書受付の開始日前に行われた寄附が入学と相当の因果関係のある寄

附に該当するかどうかは、個々の寄附における事実関係を基に判断される。 

ご質問のケースにおいては、予期せずに子女がその寄附をした学校を受験

し、入学することとなったとのことであり、「自己又は子女等の入学を希望す

る学校に対してする寄附金」に該当しないと考えられるため、「入学と相当の

因果関係にあるもの」には該当しない（寄附金控除の対象となる）。 

（参考１）入学願書受付の開始日後にされた寄附の取扱い 

  入学願書受付の開始日後にされた寄附については、自己又は子女等の入学を希望す

る学校に対してする寄附金であるか否かにかかわらず、原則として「学校に入学に関

する寄附金」に該当する。 

（参考２）自己又は子女等の入学を希望してした寄附について、入学を辞退した場合 

  自己又は子女等の入学を希望してした寄附については、結果的に入学を辞退するこ

とになってもその性格を失うものでなく、これに該当する。 

 

 

 

校舎の修繕費用に充てるために母校が寄附を募集しているところ、入学願書受付の開始

日前である昨年 12月に寄附を行った。その後、本年に、予期せずに子女がその寄附をし

た学校を受験し、入学することとなった。このような場合における寄附は「入学と相当の

因果関係にあるもの」に該当しないということでよいか。 

別紙 



【質問２】 

＜回答＞ 

通達は、寄附金控除の対象外となる「学校の入学に関してするもの」とは、①自

己又は子女等の入学を希望する学校に対してする寄附金で、②その納入がな

い限り入学を許されないこととされるものその他当該入学と相当の因果関係

のあるものをいうことを明らかにしている。 

 また、この場合において、入学願書受付の開始日から入学が予定される年の年

末までの期間内に納入したもの（入学決定後に募集の開始があったもので、新入

生以外の者と同一の条件で募集される部分を除く。）は、原則として、「入学と相当

の因果関係のあるもの」に該当する（寄附金控除の対象とならない）ものとして

取り扱う形式基準を明らかにしている。 

ご質問の寄附については、「入学願書受付の開始日から入学が予定される

年の年末までの期間内に納入したもの」として、原則として「入学と相当の因果関

係のあるもの」に該当する（寄附金控除の対象とならない）。 

 

【質問３】 

＜回答＞ 

通達は、入学決定後に募集の開始があった寄附で新入生以外の者と同一の

条件で募集される部分については、一般的には、入学に関してする寄附に該当

しないものとして寄附金控除の対象となる旨を明らかにしている。 

通達における「入学決定後」に募集の開始のあった寄附とは、一般的には、

寄附が入学に影響を与えることがないと認められるものとして入学手続の終

了した後に募集の開始のあった寄附をいい（平成 10 年通知）、この「入学手

続の終了した後」とは、具体的には、入学予定者について各学校の入学手続要

項等に定められた入学手続（入学金の納付又は入学金の納付及び特定の書類

の提出で、その終了後にやむを得ず入学することができなくなった場合には

入学辞退の手続を要することとなるもの。）が全て終了した後をいう。 

「入学決定後」とは、平成 10年通知によれば「一般的には、入学手続の終了した後」

であるとされている。入学予定者から学校に対して入学金が納入されたり、学校から入

学予定者に対して入学許可が通知されたりしていれば、「入学手続の終了した後」であ

ると判断されるということでよいか。 

在学生の保護者が学校（学校Ａ）に寄附を行う際に別の子女がその学校の附属校（学校

Ｂ。Ａと同一の学校法人が設置）の受験中であった場合、当該寄附金は在学中の学校Ａ

に係るものであり、当該別の子女の学校Ｂへの入学に関してするものではないので、

「入学と相当の因果関係にあるもの」には該当しないということでよいか。 



したがって、ご質問の「入学予定者から学校に対して入学金が納入され（て）

たり、学校から入学予定者に対して入学許可が通知された」ことにより、貴校

の入学手続要項等に定める入学手続が全て終了し、入学辞退の手続が行われ

ない限りは当該入学予定者の受入が確実な状態となったと認められる場合に

は、これらの手続をもって「入学手続の終了した後」であると判断される。 

 

【質問４】 

＜回答＞ 

通達は、入学決定後に募集の開始があった寄附で新入生以外の者と同一の

条件で募集される部分については、一般的には、入学に関してする寄附に該当

しないものとして寄附金控除の対象となる旨を明らかにしている。 

通達における「入学決定後」に募集の開始のあった寄附とは、一般的には、

寄附が入学に影響を与えることがないと認められるものとして入学手続の終

了した後に募集の開始のあった寄附をいい、「募集の開始」とは、その募金に

関する説明や周知の広報活動など、寄附の募集に関しての具体的な対外活動

の開始をいう（平成 10 年通知）。 

したがって、ご質問の「特に期限を限定することなく１年を通じてホームペ

ージ等で広く一般に募集されている場合や、従前より在学生向けに募集され

ている場合、一般向け又は在学生向けの広報活動がなされている」場合につい

ては、既に「募集の開始」が行われていることになる。 

入学予定者が行う寄附が寄附金控除の対象となるためには、入学手続の終

了前から募集の開始がなされている寄附や通年にわたり行われている寄附と

は区別した上で、入学との関係に疑念を抱かれることのないよう、入学時期・

入試日程等を見通して、募集の開始が入学手続の終了後となるような寄附を

複数回設定するなど、計画的にきめ細かな募集をされたい。 

 

 

 

「募集の開始」は、「その募金に関する説明や周知などの広報活動や募金の依頼、募金

趣意書を送付するなど、寄附の募集に関しての具体的な対外活動の開始」とされてい

る。特に期限を限定することなく１年を通じてホームページ等で広く一般に募集されて

いる場合や、従前より在学生向けに募集されている場合、一般向け又は在学生向けの広

報活動がなされていることをもって「募集の開始」を判断するのではなく、入学予定者

に対して当該寄附について個別に具体的な対外活動（広報活動、募金の依頼、募金趣意

書の送付など）がなされることをもって、「募集の開始」とみなすということでよい

か。 



【質問５】 

＜回答＞ 

通達は、入学決定後に募集の開始があった寄附で新入生以外の者と同一の

条件で募集される部分については、一般的には、入学に関してする寄附に該当

しないものとして寄附金控除の対象となる旨を明らかにしている。 

通達における「同一の条件」で募集されるかどうかは、その周知方法を含め、

寄附募集に当たっての具体的な条件が新入生とその他とで実質的に同一とい

い得るものかどうかにより判断される（平成 10 年通知）。 

ご質問のケースについては、事実関係の詳細が明らかでなく、一概に判断す

ることはできないものの、「同一の条件」と判断されるためには、少なくとも、 

・ ケース①については、「新入生以外の在学生」（又はその保護者。以下同

じ）に対してもメール等を用いて個別に同様の内容を周知する必要があり、 

・ ケース②については、学校のホームページにおいて「新入生」（又はその

保護者。以下同じ）と「新入生以外の在学生」のどちらにも寄附の周知が行

われている場合において、特に「新入生」に向けた周知をしているページを

設けているときには、そのページについて「新入生以外の在学生」の閲覧が

排除されていない状態となっていることが求められ、 

・ ケース③については、「新入生（の父兄）」と「新入生以外の在学生（の

父兄）」のどちらにも同様の内容で発信する必要がある。 

なお、これらのケースにおいて、合格のお祝いなどの新入生向けのメッセー

ジを添えたことのみによって「同一の条件」でないと判断されるものではない。 

 

 

 

 

 

 

次のような場合には、そのことのみをもって「同一の条件」ではないと判断されるもの

でないということでよいか。 

① 学校のホームページで一般に周知されている寄附について、学校が新入生に付与す

るメールアドレスを持ち合わせていないことなどの理由により、新入生のみに寄附の

案内を個別に文書で郵送する場合 

② 学校のホームページで一般に周知されている寄附について、新入生向けのページを

用いるなどして、特に新入生に向けた周知を行う場合 

③ 学校のホームページで一般に周知されている寄附について、特に新入生向けにお祝

いメッセージを添えた上でＳＮＳを発信し、寄附の案内をする場合 



【質問６】 

＜回答＞  

 貴見のとおり。 

 なお、通達は、「入学願書日受付の開始日から入学が予定される年の年末ま

での期間内に納付した」寄附金は、原則として「学校に入学に関する寄附金」

に該当する（寄附金控除の対象とならない）ものとして取り扱う形式基準を明

らかにしている。 

 

【質問７】 

＜回答＞ 

貴見のとおり。 

 なお、通達は、「入学願書日受付の開始日から入学が予定される年の年末ま

での期間内に納付した」寄附金は、原則として「学校に入学に関する寄附金」

に該当する（寄附金控除の対象とならない）ものとして取り扱う形式基準を明

らかにしている。 

いわゆる秋入学（10 月入学）生など 4月以降に入学する者についても、「入学が予定さ

れる年の年末」とは同年 12 月であるということでよいか。 

学校推薦型選抜・総合型選抜により 2020 年中に学校への入学が決定した学生につい

て、入学が 2021 年になる場合は、「入学が予定される年の年末」とは、2021 年 12 月末

となるのか。 



○所得税法（昭和 40年法律第 33 号）（抄） 

 

（寄附金控除） 

第七十八条 居住者が、各年において、特定寄附金を支出した場合において、

第一号に掲げる金額が第二号に掲げる金額を超えるときは、その超える金額

を、その者のその年分の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額から控

除する。 

一 その年中に支出した特定寄附金の額の合計額（当該合計額がその者のそ

の年分の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額の百分の四

十に相当する金額を超える場合には、当該百分の四十に相当する金額） 

二 二千円 

２ 前項に規定する特定寄附金とは、次に掲げる寄附金（学校の入学に関して

するものを除く。）をいう。 

一・二 （略） 

三 別表第一に掲げる法人その他特別の法律により設立された法人のうち、

教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に

著しく寄与するものとして政令で定めるものに対する当該法人の主たる

目的である業務に関連する寄附金（出資に関する業務に充てられることが

明らかなもの及び前二号に規定する寄附金に該当するものを除く。） 

 

別表第一 公共法人等の表（第四条、第十一条、第七十八条、附則第三十六条

関係）（抄） 

名称 根拠法 

学校法人（私立学校法第六十四条第

四項（専修学校及び各種学校）の規

定により設立された法人を含む。） 

私立学校法 

 

参考１ 



○所得税基本通達（昭和 45年７月１日付け直審（所）30（例規）（審）

国税庁長官通達）（抄） 

 

（入学に関してする寄附金の範囲） 

78－2 法第 78 条第 2項本文かっこ内に規定する「学校の入学に関してするも

の」とは、自己又は子女等の入学を希望する学校に対してする寄附金で、そ

の納入がない限り入学を許されないこととされるものその他当該入学と相

当の因果関係のあるものをいうものとする。この場合において、入学願書受

付の開始日から入学が予定される年の年末までの期間内に納入したもの（入

学決定後に募集の開始があったもので、新入生以外の者と同一の条件で募集

される部分を除く。）は、原則として、「入学と相当の因果関係のあるもの」

に該当するものとする。（平 20 課個 2－17、課審 4－186、課法 9－3改正） 

 

（入学に関してする寄附金に該当するもの） 

78－3 法第 78 条第 2項本文かっこ内に規定する「入学に関してするもの」に

ついては、次のことに留意する。（平 20 課個 2－17、課審 4－186、課法 9－

3改正） 

（1）自己又は子女等の入学を希望して支出する寄附金は、入学辞退等により

結果的に入学しないこととなった場合においても、これに該当すること。 

（2）自己又は子女等が入学する学校に対して直接支出する寄附金のほか、当

該学校と特殊の関係にある団体等に対して支出するものもこれに該当す

ること。 

参考２ 



y-fukunaga
テキスト ボックス
参考３























